別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：教育長　　項：教育総務課　　目：教育指導費
	事業名:学力向上実践研究推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　岐阜県教育委員会　学校支援課　教科教育担当　電話番号：058-272-1111（内3698）

　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,268千円（前年度予算額：264千円）

	事業内容


	１　事業の内容


知識・技能を確実に習得させ、それらを活用することを通して、思考力、判断力、表現力等の能力や資質を育むための指導法等について、県内をリードする先進的な実践研究を推進し、成果の普及を図ることにより学力の向上に資する。
	２　所要経費


　事業費　1,268千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
３ 将来の夢や目標の持てる子どもを育てる
　　　　　基礎的な知識の習得と同時に、知識・技能の活用力を育成し、個性と能力を伸ばす取組を進め、
自ら考え行動する力を育成する。
	２　これまでの取組状況


文部科学省では、確かな学力の育成に資するため、学力向上支援事業実施要綱に基づき、本事業
を実施している。
①小中学校では、関市、土岐市、高山市の3市を指定し、20年度より3年間実践研究を行った。

　・「連絡協議会」を年2回開催し、推進校の実践交流を行い、取組の改善を図った。
　・「公表会」の開催、HPへの実践内容の掲載等を通じて、推進校の取組や成果を推進地域に普
及した。

　　　・取組の成果を各種研修会等で活用し、県内への普及を図った。

　　②高等学校では、県立岐阜商業高等学校を推進校とし、21年度より3年間実践研究を行っている。
　　　・高度な検定・資格への挑戦

・新学習指導要領における教科商業の新設科目の指導内容・方法の研究
・大学・企業との連携授業による課題追究型の学習を通して思考力・表現力等の育成

　　　
	３　これまでの取組に対する評価


　　①教科、領域との関連を踏まえた指導計画への改善、新しい学習内容についての指導方法の具体
化や教材教具の開発、評価方法の工夫改善について実践を重ね、公表会や各種研修会において
その成果を推進地区・県内に普及できた。

②新学習指導要領の教科商業の新しい教育内容において、大学や企業との連携授業等により、企業活動の具体的ケーススタディを通して問題解決的な学習を重視した授業展開が実施でき、思考力・表現力等を育成する指導方法の研究を行うことができた。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
	分担金

負担金
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